
京京都都教教育育大大学学連連携携講講座座

京都教育大学教職キャリア高度化センターでは、教員や学校事務職員、行政関係職員を対象として、学

校経営に関わる力量形成のための研修講座を実施します。

１１ 学学校校経経営営関関係係講講座座（（京京都都教教育育大大学学教教職職キキャャリリアア高高度度化化セセンンタターー主主催催））

ねらい

学校教育に関わる法的トラブルの問題を取り上げ、事例に則して、法的に考察する演習を行うこと

により、法的思考力の向上を図る。また、カリキュラム・マネジメントに必要な財務マネジメントに

ついて理解を深め、学校経営力の向上を図る。

受講対象者

教員及び事務職員（小・中・義・高・特支）及び行政関係職員

開催日時・会場

講座 開催日時 会場

学校経営と教育法規 ８月 日（火） ： ～ ：
京都府総合教育センター

北部研修所

カリキュラム・マネジメントと

学校財務※
月 日（火） ： ～ ： 京都教育大学藤森キャンパス

学校経営と教育法規－リーガル

マインドのための実践演習－※
月 日（水） ： ～ ： 京都教育大学藤森キャンパス

※ 月 日と 日は、講座が入れ替わる可能性があります。後日案内する文書を確認してください。

概要

現在の学校は、法的な判断が求められることが少なくありません。学校関係職員は、適切な判断を

行うことができる法的思考力を身につけ、高めていくことが重要です。講座は、学校教育に関わる法

的トラブルの問題を取り上げ、事例に則して、法的に考察する演習を行います。

また、学校は、カリキュラム・マネジメントと学校予算の運用に関わる財務マネジメントを連動さ

せることが重要です。講座は、カリキュラム・マネジメントを充実させるため、予算面でのサポート

を行い、魅力ある教育の実施を促進するマネジメントのあり方を探究します。勤務校を事例とした演

習を実施し、次年度の教育活動に反映させることができるプランを検討します。

２２ 受受講講申申込込

定員

各講座 名

申込方法

・申込は研修講座受講申込書（様式１）を使用してください。

・府立学校、行政関係職員は京都府総合教育センター企画研究部に直接提出してください。

・小学校、中学校、義務教育学校は市町（組合）教育委員会、教育局を通じて提出してください。

３３ そそのの他他

教員及び事務職員（小・中・義・高・特支）の受講者は、単位制履修制度におけるチームマネジメ

ント能力の１単位として、選択講座の受講単位に認定します。

詳細については、後日、学校宛てに通知します。

不明な点は以下にお問い合わせください。

京京都都府府総総合合教教育育セセンンタターー企企画画研研究究部部

研研修修講講座座のの申申込込・・欠欠席席等等ににつついいてて
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研研修修講講座座のの申申込込・・欠欠席席等等ににつついいてて 

研修講座の申込・欠席等に係る手続きは、以下の内容を確認してください。

１１ 受受講講申申込込方方法法

必修講座は、申込不要です。

選択講座は、受講管理システムにて申込をしてください。

受講管理システムによる申込ができない場合は、研修講座受講申込書（様式１）を使用してくださ

い。なお、研修講座受講申込書（様式１）は、京都府総合教育センターホームページ（ＩＴＥＣ）から

ダウンロードしてください。

推薦講座は、教育局長、府立学校長の推薦が必要です。

事務職員の指定講座は、「単位制履修制度の概要（Ｐ．２９～３０）」を参照してください。

出前講座、講師対象講座（Ｐ．２１１～２１４）、京の教員特別セミナー 令和６年度小中学校教員

理科研修、京都教育大学連携講座（Ｐ．２１６～２１７）はそれぞれのページを参照してください。

申込に関する問い合わせは、京京都都府府総総合合教教育育セセンンタターー企企画画研研究究部部（（ ））にお願いします。

２２ 受受講講申申込込期期間間

小学校、中学校、義務教育学校 府立学校（附属中学校含む。）

４・５月講座 ４ ４ 木 ～４ 月 ４ ４ 木 ～４ 水

６月講座 ４ 月 ～５ ７ 火 ４ 月 ～５ 金

７月講座 ５ 月 ～５ 水 ５ 月 ～６ ３ 月

８月講座 ６ 月 ～６ 水 ６ 月 ～７ １ 月

９・ 月講座 ７ 火 ～７ 木 ７ 火 ～７ 火

・ 月講座 ９ ２ 月 ～９ 金 ９ ２ 月 ～９ 金

１・２月講座 月 ～ 月 月 ～ 木

※該当者が全員受講対象となっている講座は以下のとおりです。

申込が必要な講座（受講対象） 申込が不要な講座

５月

講座

新任副校長・新任教頭・新任事務長講座

新任の副校長・教頭・事務長 〈必修講座〉

（ ～ ）

・初任期育成研修

・中堅教諭等

資質向上研修

〈推薦講座〉

（ ～ ）

〈その他〉

・ ・

８月

講座

管理職「ハラスメント防止」講座

新任の校（園）長、副校長・教頭、事務長、総括主事

９月

講座

副校長・教頭・事務長講座Ⅰ

、 の受講対象者は 、 のいずれかは受講

管理職「人権教育」講座

新任の校（園）長、副校長・教頭、事務長、総括主事

危機管理講座

未受講の副校長・教頭、事務長。ただし、令和５年度危機管

理講座についてはⅠ又はⅡいずれかの受講のみで対象外とな

る。

月

講座

副校長・教頭・事務長講座Ⅱ

、 の受講対象者は 、 のいずれかは受講
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研研修修講講座座のの申申込込・・欠欠席席等等ににつついいてて 

研修講座の申込・欠席等に係る手続きは、以下の内容を確認してください。

１１ 受受講講申申込込方方法法

必修講座は、申込不要です。

選択講座は、受講管理システムにて申込をしてください。

受講管理システムによる申込ができない場合は、研修講座受講申込書（様式１）を使用してくださ

い。なお、研修講座受講申込書（様式１）は、京都府総合教育センターホームページ（ＩＴＥＣ）から

ダウンロードしてください。

推薦講座は、教育局長、府立学校長の推薦が必要です。

事務職員の指定講座は、「単位制履修制度の概要（Ｐ．２９～３０）」を参照してください。

出前講座、講師対象講座（Ｐ．２１１～２１４）、京の教員特別セミナー 令和６年度小中学校教員

理科研修、京都教育大学連携講座（Ｐ．２１６～２１７）はそれぞれのページを参照してください。

申込に関する問い合わせは、京京都都府府総総合合教教育育セセンンタターー企企画画研研究究部部（（ ））にお願いします。

２２ 受受講講申申込込期期間間

小学校、中学校、義務教育学校 府立学校（附属中学校含む。）

４・５月講座 ４ ４ 木 ～４ 月 ４ ４ 木 ～４ 水

６月講座 ４ 月 ～５ ７ 火 ４ 月 ～５ 金

７月講座 ５ 月 ～５ 水 ５ 月 ～６ ３ 月

８月講座 ６ 月 ～６ 水 ６ 月 ～７ １ 月

９・ 月講座 ７ 火 ～７ 木 ７ 火 ～７ 火

・ 月講座 ９ ２ 月 ～９ 金 ９ ２ 月 ～９ 金

１・２月講座 月 ～ 月 月 ～ 木

※該当者が全員受講対象となっている講座は以下のとおりです。

申込が必要な講座（受講対象） 申込が不要な講座

５月

講座

新任副校長・新任教頭・新任事務長講座

新任の副校長・教頭・事務長 〈必修講座〉

（ ～ ）

・初任期育成研修

・中堅教諭等

資質向上研修

〈推薦講座〉

（ ～ ）

〈その他〉

・ ・

８月

講座

管理職「ハラスメント防止」講座

新任の校（園）長、副校長・教頭、事務長、総括主事

９月

講座

副校長・教頭・事務長講座Ⅰ

、 の受講対象者は 、 のいずれかは受講

管理職「人権教育」講座

新任の校（園）長、副校長・教頭、事務長、総括主事

危機管理講座

未受講の副校長・教頭、事務長。ただし、令和５年度危機管

理講座についてはⅠ又はⅡいずれかの受講のみで対象外とな

る。

月

講座

副校長・教頭・事務長講座Ⅱ

、 の受講対象者は 、 のいずれかは受講

３３ 定定員員ににつついいてて

申込が定員を超過した場合は、人数等を調整することがあります。

４４ 欠欠席席等等のの連連絡絡ににつついいてて

欠席について

研研修修講講座座をを欠欠席席すするる場場合合はは、、管管理理職職かからら電電話話でで連連絡絡ししててくくだだささいい。。特に以下の講座は、欠席届提出に

ついて御注意ください。また、欠席届（様式２）（又は、様式９：初任期育成研修 実施の手引き様式等）

は、京都府総合教育センターホームページ（ＩＴＥＣ）からダウンロードしてください。

研修講座 電話連絡先 欠席届提出について

初任期育成研修
初任者・新規採用者研修

研修・支援部（ ）と
市町（組合）教育委員会（府立学校は除
く。）

欠席届提出が必要※
（研修・支援部へ提出）

初任期育成研修
ステップアップ研修

「研修講座の実施概要（ ～ ）」に
記載の連絡先

欠席届不要

中堅教諭等資質向上研修
地域教育支援部（ ）と
市町（組合）教育委員会（府立学校は除
く。）

欠席届提出が必要※
（地域教育支援部へ提出）

選択・推薦・指定講座
「研修講座の実施概要（ ～ ）」に
記載の連絡先

欠席届不要

※日程等の変更ができる場合は、欠席届は不要です。 

遅刻・早退について

研修講座に遅刻・早退する場合は、管理職から「研修講座の実施概要（Ｐ．７２～１７３）」に記載

の連絡先へ電話で連絡してください。 

５５ 研研修修講講座座のの実実施施要要項項 
京都府総合教育センターホームページ（ＩＴＥＣ）に、講座実施日の前月 日を目処に研修講座の実

施要項を掲載しますので、必ず御確認ください（携行品、準備物、事前の課題等を掲載します。）。 
資料を見る際のパスワードは、令和６年４月１日付け６教セ第 号通知文で御確認ください。 

 
６６ 受受講講にに当当たたっっててのの注注意意事事項項 

 自家用車（自動車、バイク、自転車等）での来所（外部会場を含む。）はお断りします。公共の交通

機関を利用してください。 
受受講講のの際際にに合合理理的的配配慮慮がが必必要要なな場場合合はは、、申申込込時時（（講講座座日日のの１１箇箇月月前前ままでで））にに管管理理職職かからら京京都都府府総総合合

教教育育セセンンタターー担担当当部部（（実実施施概概要要のの連連絡絡先先））へへ電電話話でで連連絡絡ししててくくだだささいい。。また、その他、何かありました

ら御相談ください。 
  例：「身体的理由等の事情で自家用車を利用する」「手話通訳、資料の点訳等が必要である」等 

 
７７ 気気象象警警報報発発表表時時のの対対応応 

気象警報発表時（計画運休を含む。）についても、原則として研修講座は実施します。その際に、やむ

を得ず欠席・遅刻等する場合は、管理職から「研修講座の実施概要（Ｐ．７２～１７３）」に記載の連絡 
先へ電話で連絡してください。 
自然災害時や公共交通機関の運休等でやむを得ず研修講座を中止する場合は、京都府総合教育センタ

ーホームページ（ＩＴＥＣ）に掲載します。
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